2016年2月27日～29日
しんぶん赤旗2016年2月28日(日)

野党と力を合わせて安倍政権必ず倒そう　市民連合と総がかり実行委の集会から

　「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」と「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」は２６日、東京都内で「野党共闘で戦争法廃止へ！　２・２６集会」を開きました。「力を合わせ安倍政権を必ず倒そう」という全力の訴えに、「そうだ！」「がんばろう！」と会場から次々と声がかかり、幾度となく拍手に包まれました。



野党各党
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（写真）あいさつする小池晃副委員長


　立憲デモクラシーの会の山口二郎さん（法政大学教授）の開会あいさつを受け、野党各党の国会議員が登壇しました。

　「大変お待たせをいたしました。野党が共闘することができました。本当にありがとうございました」。こう切り出して大きな拍手に包まれたのは、日本共産党の小池晃副委員長（参院議員）。５野党党首会談の合意事項を一つ一つ読み上げるたびに拍手が起こり、「安保法制を廃止し、立憲主義を取り戻す。これほど明確な大義はない」と強調しました。

　この日は、陸軍青年将校によるクーデター「二・二六事件」から８０年。小池氏は、あの暗黒時代と違い「安倍自公政権に対する統一戦線の第一歩といえるたたかいが、市民の皆さんの力、デモの力によってこの国に生まれている｣と強調｡「南スーダンに自衛隊を送り、殺し殺される場面を絶対につくらないために、今こそ力を合わせよう」と訴えました。

　民主党の小川敏夫参院議員は「安倍政権は議論から逃げるのだから、選挙で国民の声を示すしかない。一緒にがんばりましょう」と発言。維新の党の初鹿明博衆院議員は「しっかりと野党が連携して参院選を勝ち抜かなければいけない。民主主義を否定する総理大臣はいらない」と力をこめます。社民党の又市征治参院議員は「全力をあげて皆さんとともにたたかう」とのべました。

学者
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（写真）講演する水島朝穂早稲田大学教授
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（写真）講演する酒井啓子千葉大学教授


　立憲デモクラシーの会の水島朝穂さん（早稲田大学教授・憲法学）は、緊急事態条項の危険性を立憲主義の角度からひもときます。

　緊急事態条項は、軍司令官や総理大臣への権限の集中、閣議決定などの手続きの省略、人権の制限という３点セットから構成されていると指摘。どれも各国で失敗を経験しており、「どこにでもあるという議論にのってはいけない。劇薬だ。いまだに仮設住宅での生活を強いる政権に、被災地を理由に緊急事態をのべる資格はない」と強調。「大異を捨てて大同につくしかない」と強調しました。

　「安保法制の導入の口実に、中東情勢がいつも使われるのは耐えられない」と語り出したのは、安全保障関連法に反対する学者の会の酒井啓子さん（千葉大学教授・中東研究）です。

　「ホルムズ海峡封鎖」「機雷がまかれる」など、３０年以上も前の中東情勢をだしにして日本の政策を変える安倍政権は「あまりに無知すぎる」と批判。「各国の利害で参加するシリア内戦に、日本が参加する義理はない」とのべ、「日本がすべき国際貢献は、憲法９条があるから平和が守られてきたという体験談を輸出することだ」と語りました。

シールズ
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（写真）スピーチする諏訪原健さん


　ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の諏訪原健さんがスピーチ。「野党共闘がやっとできた。まず喜び合いたい。達成できたのは市民の後押しがあったから。市民が達成したことが重要」といいます。

　そのうえで、市民が分裂していてはとてもたたかえないと強調。「政治に絶望している人、無党派層といわれる人、思考をやめてしまっている人の政治参加を促していこう」と呼びかけました。

　総がかり行動実行委の高田健さんが閉会あいさつし、行動を提起。野党共闘がなかなかすすまず「悔しかったし、もしかしたら市民連合は無力なんじゃないかと。でも、皆さんと一緒に歯を食いしばって歩んできた」とのべ、「戦争法廃止法案を徹底審議し、廃止しろと要求し続け、野党共闘を徹底して与党の候補者とそのありようを打ち破るたたかいを｣と呼びかけました｡

ＳＥＡＬＤｓ奥田さん「殺害予告で落ち込んだけれど…」
朝日新聞デジタル　黄澈　2016年2月28日19時20分

「野党は共闘」とコールしながら行進する奥田愛基さん（手前の右から３人目）ら＝２８日午後２時３５分、名古屋市中区


　安保法制に反対する学生団体ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）の中心メンバー奥田愛基さん（２３）が２８日、名古屋市中区の白川公園で開かれた集会に参加した。「昨年（９月）の殺害予告のあと落ち込み、集会に出たくない、運動に意味があるのかと思ったこともある。でも、運動に意味がないなんてことはない」と語った。
　主催したシールズ東海によると、約１５００人が参加。奥田さんは「今年は参院選。世代、政党を超え協力し安倍政権に勝ちましょう」と訴え、民主、共産、社民の国会議員も共闘を強調した。その後、繁華街の栄などを約１時間半にわたりデモ行進。「安保法制は憲法違反」「選挙に行こうよ」などとアピールした。（黄澈）
しんぶん赤旗　2016年2月29日(月)

若者ら「選挙に勝ちたい」　名古屋でシールズ東海　野党合意後　初のデモ　小池氏らあいさつ
　「選挙に勝ちたい！」「野党共闘は画期的」。快晴の名古屋市内で２８日、若者たちの声が街頭にあふれました。ＳＥＡＬＤｓ　ＴＯＫＡＩ（シールズ東海）による「自由と民主主義を守るための名古屋デモ」です。学生、市民ら１２００人が参加し、駆けつけた野党国会議員と一緒に繁華街でアピールしました。

　安保法制廃止のために国政選挙協力を確認した５野党合意後、シールズ東海としては初の行動。沿道では、赤ちゃんを抱く母親がスマホで撮影したり、女子高校生の集団が「かっこいい」と声をかけたり、途中から行進に加わる若者など、沿道一体の盛り上がりを見せました。
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（写真）「野党共闘」「戦争法反対」をアピールする、シールズ東海の青年ら＝28日、名古屋市中区


　シールズ東海の岡歩美さんは「参院選で５野党が協力するのは、めちゃめちゃ画期的。選挙に行こうよ」と呼びかけました。特攻隊の教官をやっていたというおじいさんから「何があっても戦争だけはいかん」といわれた男子学生は「僕らが平和を守らないといけない」とマイクを握り締めました。

　デモ行進に先立ち、同市の白川公園で集会が行われました。「選挙に勝ちたい」と声を張り上げたのはシールズの奥田愛基さん。「報道を見ていると相手も焦っている。自信を持とう。世代、政治信条を超えて俺たちはアベ政治に勝つ！」とのべると大きな拍手に包まれました。

　政党からは、日本共産党の小池晃副委員長、民主党の近藤昭一幹事長代理、社民党の吉田忠智党首があいさつ。

　小池氏は「野党は共闘して、戦争法廃止を願うみなさんの声を聞いた。今度は与党に、いうことを聞かせる番だ」と訴えました。近藤氏は「野党５党はあらゆる場面でともにたたかう」、吉田氏は「国民の暮らしを守らない安倍政権打倒のためがんばる｣とのべました｡

しんぶん赤旗　2016年2月28日(日)

“この国変える”熊本熱く　参院選　あべ予定候補囲み大集会
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（写真）参加者の激励に応える、あべ氏（中央）＝27日、熊本市


　参院選の熊本選挙区（改選数１）に無所属、市民・野党統一予定候補の、あべ広美氏を擁立する「熊本から民主主義を！県民の会」（くまみん）が呼びかけた「平和が一番！　手をつなごう“くまみん”大集会」が２７日、熊本市の白川公園で開かれました。

　「安保法制を廃止する国会議員を熊本から」の横断幕などを掲げ、シンボルカラーのオレンジのタオルをまいた参加者２０００人が公園を埋めました。

　あべ氏は、貧しい家に生まれ、２０００円の工面にも苦労したシングルマザーも経験したことを紹介し、「その思いを忘れず、政治に届ける。私と手をあわせ、国会に送りだしていただき、この国を変えるたたかいを」と呼びかけました。

　東京から駆けつけた「安保法制の廃止と立憲主義の回復を求める市民連合」の佐藤学さん（安保法に反対する学者の会）は「参院選は市民と政党が手をとりあって新しい政治をつくっていく第一歩」と訴え、シールズの奥田愛基さんは大勢の参加者を前に「民主主義ってなんだ。ここから見えている光景だ」と力を込めました。

　熊本の市民団体を代表して子どもを抱いた父親や青年、若い母親が訴えました。政党と市民団体の代表が登壇し、参加者が手をつなぎ、「野党は共闘」「市民は共闘」のコールを響かせました。

　参加した女性（３３）は「自民党の強い熊本でこんな共闘ができて驚いている。きょうは若い人も目立っていて、本当に政治を変えるチャンス」と語りました。

萌えキャラ、アニメ……　安保や戦争、どうとらえるか
朝日新聞デジタル　2016年2月27日05時02分
　昨年９月、国会で成立した安保法制が来月末、施行される。戦後日本の安全保障政策の転換点となる２０１６年。日本人は、戦争をどうとらえているのか。これからどうなるのか。
■上坂すみれさん（声優・歌手）　ゆる～い地盤に乗る平和
　旧ソ連が崩壊した年に生まれたからというわけではないんですが、私、旧ソ連が大好きなんです。共産国家は、絶対に実現しない幻みたいなもの。非現実への憧れというか、もしも、ああだったら、と勝手に想像する面白さっていうか。この２０年、私の中で共産主義は共産趣味になったんだと思います。
　世界では紛争が絶えないけど、日本で戦争というと７０年以上も前のことで、想像の対象というか、全く違う時空間で起きた出来事のように感じます。





　そんな日本が生んだのが、私も出演している「ガールズ＆パンツァー」（ガルパン）＝図右＝といったミリタリーもののアニメです。ガルパンは華道、茶道と並ぶ女子のたしなみ「戦車道」の部活にいそしむ女子高生の物語です。戦車に乗って他校と戦うスポ根アニメで、旧ソ連のＴ３４、ドイツのティーガーといった実在した戦車で実弾を撃ち合う設定です。
　臨場感あふれる戦闘シーンはリアルだけど、女の子たちは誰も死なない。ケガもしない。娯楽として普通に楽しめちゃう。血の流れない戦闘というファンタジー。戦争しない自衛隊とどこか重なって見えます。
　兵器や戦争をファンタジーとして描くことに反発する人もいるかもしれません。でも、共産趣味の私が共産主義者じゃないように、ミリタリー好きが戦争好きってわけじゃない。オタクの人たちって研究熱心だから、アニメをきっかけに兵器の性能だけじゃなく、歴史や戦争の真実を詳しく知るようになることだってあると思います。
産経新聞　2016.2.28 12:50更新 
【安倍政権考】ジュネーブに押しかけた左派活動家１００人は、保守派を「人間の壁」で封じて何を企んでいるのか？


国連女子差別撤廃委員会に先だって開かれた委員会とＮＧＯの非公式会合の会場に集まった日本からのＮＧＯ＝１５日、スイス・ジュネーブの国連欧州本部（田北真樹子撮影）
　ジュネーブの国連欧州本部で２月１５、１６両日に開かれた女子差別撤廃委員会による対日審査と関連会合を取材した。同地を訪れたのは２０１４年７月の国連自由権規約委員会以来だった。相変わらず、日本政府がいかにひどいかをジュネーブの国連にまで来て訴える左派の人たちのエネルギーには驚かされるが、なぜそこまでやるのか、また、活動資金はどこから出ているのか。疑問は尽きない…。
　日本人の非政府組織（ＮＧＯ）関係者として今回現地入りしたのは１００人近くいたという。自由権規約委員会と同様、これほどの参加者がある国は米国や日本ぐらい。ほとんどが左派系の日本女性差別撤廃条約ＮＧＯネットワーク（ＪＮＮＣ）に参加するＮＧＯのメンバーだ。大半は女性で、スーツ姿の弁護士もいれば、チマチョゴリやアイヌの刺繍が入った衣装を着た人もいた。
　非公式会合で見かけた５０～６０代の女性グループは若い日本人男性の案内で会場入りした。男性に「委員の○○さんはどの方だったかしら？」と質問する声が聞こえた。手には委員の顔写真と担当テーマなどが書かれたリストがあった。テーマごとに人を配置し、担当委員に集中的に働きかける作戦なのだろうが、女性たちは英語を話さないので、会合の傍聴も働きかけも男性の通訳が頼りだったようだ。
　会合前、男性が会場の一角を向いて女性たちに「あそこに座っているのが、あっちの人たちです」と説明していた。「あっちの人たち」とは、慰安婦問題で日本の名誉を守ろうとする立場の個人・諸団体からなる連絡組織「慰安婦の真実国民運動」のメンバー９人だった。中でも前衆院議員の杉田水脈氏は知られた存在だったようで、視線を集めていた。
　別の女性グループの中には参院議員の糸数慶子氏もいた。杉田氏が自己紹介すると糸数氏は「沖縄に米軍基地があるせいで女性がひどい犯罪に巻き込まれている。そのことを訴えにきた。ランチタイム・ブリーフィングで話した」と誇らしげに報告した。ランチは非公式会合前に行われたもので、特定の資格を持ったＮＧＯのみ参加できる。杉田氏ら「国民運動」は資格がないので参加できなかったのだ。
　対日審査が終ると、ハプニングがあった。ＪＮＮＣが記者会見を行ったのだが、杉田氏が傍聴しようとしたところ女性グループによる「人間の壁」で動きを阻まれたのだ。杉田氏本人によると、次のようなやりとりがあった。
　ＪＮＮＣ側（大勢が杉田氏を囲み）「あなた、杉田さんですよね。こっちに来ないでください」
　杉田氏「どうしてですか。多くの人に知ってほしくて記者会見するんですよね。広く広報したいのに一般市民に聞かせないなんて矛盾していませんか」
　ＪＮＮＣ側「駄目です！　来ないでください」
　ＪＮＮＣの記者会見は別の事情で場所を変更して行われた。しかし、同じ場所で国民運動の会見が控えていたため、ＪＮＮＣ関係者は杉田氏らの“乱入”を警戒して会見場の外で見張っていた。
　ＪＮＮＣの永井よし子共同代表は会見で、中国出身の鄒暁巧委員が行った日本批判に反論した日本政府代表の杉山晋輔外務審議官について「鄒さんに失礼な態度を示したという感じがした。やっぱり女性に対する差別が深くあったのかなって気がした」と述べた。杉山氏の反論は鄒氏が女性だったからではなく、むしろ歴史問題に関する中国政府の発言をそのまま代弁したことに対するものだと思ったが、永井氏らの受け止めは違った。
　また、永井氏は慰安婦問題について「例えば、いま男女賃金差別とかシングルマザーの貧困とか女性が抱えている状況は性奴隷とされた女性が置かれたあの時代の『社会的に女性は性の対象としていい』とか『拉致されても重みはそれほどのことではない』とか、女性の人権を軽んじる風潮と通底している」と指摘した。共感する女性はどれだけいるだろうか。
　改めて慰安婦の強制連行を裏付ける資料がなかったことを説明した杉山氏の発言について聞くと、「例えば『関東軍指令部発何々令』というものはみつからなかったかもしれないが、業者を呼んでそういう職につくための女性を集めろという要請をしたことは様々な調査で明らかになっているわけです」と返してきた。その上で「女性は軍人の相手をさせられ、戦線の移動についていかされ、工場労働の労働力であるといわれた虚言もあったかもしれない」と語り、こう言い切った。
　「彼女たちは強制されたんです。だから強制連行はあったと信じてるわけです、感じているわけです。拘束されたことで苦しんできているわけです。それは否定できないんですよ、書類上のことでは。だから心情的には分かります」
　そして、永井氏の隣に座っていた文教学院大学名誉教授の山下泰子氏が「池上彰さんの４時間に及ぶＴＢＳの番組を拝見して、教育の問題がとても重要な要素を占めていたなと思っていたんですね」と切り出した。山下氏は「日本は歴史的な事実の教育があまりにも行われていないことに慄然とする部分があります」と強調し、ドイツの高校生がナチスの強制収容所などを訪問したりすることなどをあげて「事実が何かということを直裁的に若い人に教えていかないと危ないと思いました」と語った。
　再び永井氏が口を開き、「日本政府は性奴隷ではないと申しました。ですけど彼女たちは性の提供をすることによって奴隷的状況に置かれていた。それは実態として明らかな性奴隷です。それを『ない』と言い切ったのは一体どういう感覚でおっしゃったのかと言いたいです」と、怒りをはき出した。
　そこに男性記者が「政府は『資料をみたけれど確認できなかった』といっているが、元慰安婦の証言などを直にヒアリングして判断すべきだということか」と質問。永井氏は落ち着きを取り戻して「そうなんですね。一方の当事者ですから。そこを軽視しているから彼女たちの心は救済されないんですよ」と述べ、元慰安婦が立ち直るためには公的謝罪が必要だと指摘。「誠意は通じると思います」と言い切った。記者会見は約４５分続いた。
　一方、保守派の会見はわずか１０分ほどだった。飛行機の時間が迫っていた記者らに配慮したという。杉田氏は会見で、杉山氏の発言について「しっかりした事実を述べてくださったと感じている」と評価した。
　「なでしこアクション」の山本優美子氏も「大きな進歩」と語り、「海外では誤った認識によって（日本人の）子供が学校ですごく嫌な思いをしている。（誤った）事実を覆す一歩として、まずメディアに日本政府の発言を報じていただきたい」と訴えた。しかし、日本のメディアで杉山氏の発言を翌日の新聞で伝えたのは産経新聞だけだった。
　一方、山本氏は「慰安婦問題はこの委員会で話されるものではないと思っている。次回の委員会は恐らく（２０２０年の）東京五輪の後だと思うが、その時に、この問題があってはいけないし、もっと大切な女性の人権問題に力を注ぐべきだ」と訴えた。
　日本政府は、慰安婦問題は日本が女子差別撤廃条約を締約した１９８５年以前の出来事であるため、さかのぼって女子差別撤廃委員会で取り上げるべきではないと主張している。本当にそうであるのなら、取り上げられないようにするための動きをさらに加速していくべきだ。東京五輪以降もこの問題が国連で協議される状況が残っていてはいけない。
（政治部　田北真樹子）
社説　高校生デモ参加　「届け出」でトラブル防ぎたい

読売新聞　2016年02月29日 03時01分

　高校生が節度を守りつつ、政治活動の経験を積めるようにしたい。

　選挙権年齢が１８歳以上に引き下げられたことを受け、解禁された高校生の政治活動について、文部科学省が学校側の対応をまとめた「Ｑ＆Ａ」を公表した。

　Ｑ＆Ａでは、政治活動への参加を例外的に制限・禁止できる具体例などを挙げている。文科省が昨秋、従来の通知を見直し、放課後や休日に校外でデモや集会に参加することを容認したためだ。

　行進中、投石や警備活動の妨害に及ぶ。無許可デモを繰り返す団体が主催するデモや、他人の生命・名誉を害する内容を連呼する集会に加わる。部活動での人間関係を背景に、先輩が後輩に支持団体の集会への参加を強要する。

　いずれも高校生の行動として、不適切なのは明らかだろう。

　議論を呼んでいるのは、校外のデモに参加する際、事前に学校へ届け出をさせることの是非だ。Ｑ＆Ａは「必要かつ合理的な範囲なら可能」との考えを示し、判断を教育現場に委ねている。

　一部の教育委員会では、「届け出は不要」との方針を学校側に伝えている。「届け出制にすると、学校の監視が強まり、生徒を萎縮させる」といった批判もある。

　無論、放課後や休日に校外で行う政治活動は、基本的に、保護者の理解の下で、生徒が主体的に判断すべきものである。

　ただ、違法行為に発展する恐れがあるデモに、生徒が参加する事態は可能な限り、避けねばなるまい。休日に政治活動ばかりして、学業に支障が出るのも問題だ。

　たとえ校外の活動でも、教育上の観点から、学校が把握しておく必要はあるのではないか。

　届け出をさせる場合には、学校側の配慮も欠かせない。生徒個人の政治的信条を問いたださないようにするなど、思想・良心の自由に十分留意せねばならない。

　政治参加について、生徒がきちんと判断できる力を養う上で、主権者教育は重要だ。

　選挙管理委員会による出前授業で、生徒たちに模擬投票を体験させる学校が増えている。地元住民から地域の課題を聞き取り、議会への請願書を作成する「模擬請願」に取り組む学校もある。

　安全保障法制など、国論を二分するテーマを積極的に取り上げることも有益だろう。立場の異なる複数の新聞記事を教材に使えば、多角的な視点を提供できる。

　教育現場には、政治への関心を高める授業を求めたい。

しんぶん赤旗　2016年2月29日(月)

「災害対応」で「緊急事態条項」？　必要性　説明できない谷垣氏

　自民党の谷垣禎一幹事長は２７日のＢＳ番組で、憲法の条文そのものを変える明文改憲の必要性を強調した上で、戦力不保持を定めた９条２項の改定をはじめ、首相の権限強化や国民の権利を制限する「緊急事態条項」の創設について言及しました。

　「緊急事態条項」に関し谷垣氏は、阪神・淡路大震災や東日本大震災をあげ、「普段の平静なときの考え方では対処できないことが出てくる」「普段は考えられないことが起こったときにどういうことができるかの基本原則は憲法で書いたほうがいい」などと、“災害対応策”のように描きました。しかし、憲法に「緊急事態条項」がなかったために、災害の現場でどのような不都合が生じたかについて谷垣氏は何も語っていません。

　東日本大震災で最も国民の教訓として残ったのは何か。巨大地震の発生の予測と対策の不備、「原発安全神話」で過酷事故そのものが十分想定されず、対応が後手後手で、政治的無策が際立ったことでした。原発事故はいまだに収束せず、汚染水問題や除染対策など深刻な状況が続いています。

現行法に規定

　災害対策の問題は、憲法にあるのではなく、国民の生命・財産を本当に大事にする政治の不足にあることは明白です。現行法においても、災害対策基本法や災害救助法で、内閣の緊急政令の制定権や知事の強制権が定められており、物資の買い占めの規制や施設の強制利用など例外的な権利制限を認めています。憲法上も、人権の制約原理として「公共の福祉」による制約が可能とされ、緊急時の例外的な人権制限を法律上明記することは可能です。

　また、衆議院が解散中のときは参議院の緊急集会（憲法５４条２、３項）の開催ができ、国会としての意思決定を行うことは可能とされています。

　災害対策の最も重要な教訓、鉄則は「事前の準備のないことはできない」ということです。「権力の集中」は無益で、「危機」に便乗した乱用のおそれが大きいとされてきているのです。

問題すり替え

　番組で司会者から「法律上の対応でかなりの部分をカバーできるという意見が多い」と指摘されると谷垣氏は、「そういう議論が何を狙っているか。憲法改正に踏み込まないという考え方の方もいる」と改憲の是非をめぐる意見の違いに問題をすり替え、「なぜ災害対策のために憲法改正が必要なのか」という疑問に答えようとしませんでした。

　自民党が２０１２年にまとめた改憲草案（「日本国憲法改正草案」）に盛り込まれている「緊急事態条項」は、「緊急事態」の例として冒頭に「外部からの武力攻撃」をあげています。「緊急事態条項」創設の本質は、「戦争する国」づくりの一環にほかなりません。「災害対策」を口実にした改憲策動は、国民の不信を大きくするだけです。

　（中祖寅一)

憲法９条、分かりにくい…谷垣氏ら改正に前向き

読売新聞　2016年02月28日 09時40分

　自民党の谷垣幹事長は２７日のＢＳ朝日の番組で、憲法改正について、「自衛隊が戦力なのか戦力でないのか、小学生が（条文を）読んで分かりにくいことは事実。憲法を『読んで字のごとく』とするのは大事だ」と述べ、戦力の不保持を規定する憲法９条２項の改正に前向きな姿勢を示した。

　２０１２年の党の改正草案では自衛権や国防軍の保有を明記している。中谷防衛相も２７日のテレビ東京の番組で、憲法学者に自衛隊の違憲論が根強いことを踏まえ、「安全保障の基本的なところは分かりやすいように制定すべきだ」と語った。

しんぶん赤旗　2016年2月28日(日)

谷垣自民党幹事長「自主憲法つくる」　９条明文改憲・緊急事態条項に言及

　自民党の谷垣禎一幹事長は２７日に出演したＢＳ朝日の番組で「マッカーサーの占領下で憲法をつくったのはおかしい。自主憲法をつくる必要がある」と発言するなど明文改憲が必要との認識を示しました。有事に国民の人権を停止し、首相に権力を集中する「緊急事態条項」にも言及しました。

　番組で谷垣氏は、自民党の改憲草案が、憲法９条を改定して自衛隊を「国防軍」に位置づけようとしていることなどを念頭に、「（公布から）７０年たつと憲法が、現状に合わないところがかなり出てきている」「（９条を）変えたほうがよいと思う」と述べました。

　「緊急事態条項」について谷垣氏は、阪神・淡路大震災や東日本大震災などを口実にして、「非常事態に国家がどういう権限を発動できるか憲法で書くべきだ」と主張。災害対策は「緊急事態条項」がなくても「法整備」などで可能だと指摘されると、「そういう議論が何を狙っているか。憲法『改正』に踏み込みたくない考えで言っている方もいる」と決めつけました。

　自民党・改憲草案は「緊急事態条項」について「外部からの武力攻撃、内乱等による社会秩序の混乱」などの「緊急事態」において、総理大臣が「緊急事態」を宣言したうえで、内閣が法律と同一の効力を持つ政令を制定できるとして、国会の判断なしに人権制限も可能としています。また「何人も…国その他公の機関の指示に従わなければならない」と明記しています。

　これに対して憲法学者などからは、憲法の効力を停止し、戦争法のもとで「戦争する国づくり｣を進めるため､情報や物資を統制し、国民動員の体制をつくるものだとの批判が上がっています。

産経新聞　2016.2.27 17:33更新 
自衛隊と憲法９条解釈「残念だが、国民欺いてる」　柴山首相補佐官が改正訴える
　柴山昌彦首相補佐官は２７日、埼玉県川越市で講演し、自衛隊と戦力不保持を定めた憲法９条２項の関係について「国内では（政府解釈で）軍隊でないと言っても、海外では軍隊として扱われる。残念だが、国民をいわば欺いているのが実態だ」と述べ、自衛隊を憲法に明記すべきだと訴えた。
　同時に「自衛隊が憲法に合致しているかと言えば、普通の人や子どもが読めば『おかしい』となるはずだ。政府が自衛隊を合憲としてきた解釈は、非常に苦しい」と指摘した。
　将来の国会発議に向けた改正項目の絞り込みに関し「９条が全然、箸にも棒にも掛からないということでは必ずしもないのではないか」と述べ、９条改正が盛り込まれることに期待感を示した。
しんぶん赤旗　2016年2月28日(日)

憲法の歯止めなくなる　改憲草案など　井上氏が批判　テレ朝番組

　日本共産党の井上哲士参院幹事長は２７日未明のテレビ朝日系番組「朝まで生テレビ」に出演し、「憲法改正　是か否か」をテーマに自民党改憲草案や安保法制（戦争法）について各党議員や研究者らと議論しました。

　「国防軍」の創設を掲げた自民党改憲草案について自民党の柴山昌彦衆院議員が「自衛隊が違憲という意見があり、分かりやすくしたもの」としたのに対し､井上氏は｢安保法制でも、自衛隊は軍隊ではないので集団的自衛権行使は“限定的”としていたではないか」と述べ、国防軍化は自衛隊の海外での武力行使を全面的に拡大するものだと指摘しました。

　柴山氏が改憲草案について「集団的自衛権や集団安全保障を憲法上､認めるもので､具体的には法律で要件を定める」と認めたのに対し、井上氏は「憲法の歯止めが全部なくなるということだ」と批判しました。民主党の小西洋之参院議員も「軍事力を行使すれば、この間培ってきた平和国家として（外国から）見られなくなる」と述べました。

　井上氏は、安保法制で自衛隊による「武器等防護」を外国軍の武器にまで拡大したことで、米軍空母の護衛まで可能になったこともあげ、ひとたび軍事衝突が起きれば集団的自衛権が事実上行使される危険を指摘しました。

　人権の制限を盛り込んだ｢緊急事態条項｣の創設に対しては、パネリストらから「（戦前の）国家総動員法に似ている」、「改憲のために、災害対応を（理由に）持ち出しているようだ｣と批判が続出｡井上氏は､同条項は｢司法や立法府のコントロールもきかない。改憲草案は世界で突出して危険だ｣と批判しました｡

しんぶん赤旗　2016年2月29日(月)

南スーダン撤退も検討　１３年末　自衛隊ＰＫＯ　治安悪化で　派兵規模も縮小
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　アフリカ・南スーダン共和国が内戦状態に入り治安が急激に悪化をはじめた２０１３年末当時、安倍政権が同国へ派兵されている自衛隊ＰＫＯ（国連平和維持活動）部隊の撤退を検討していたことが、政府関係者への取材で分かりました。

　当時､｢南スーダン撤退検討」（「朝日」１３年１２月２５日付）との報道に対して、菅義偉官房長官は「南スーダンのＰＫＯから撤収を検討している事実はない」（同日の記者会見）と述べ、公式には否定していました。

　治安が悪化したのは、自衛隊が駐留する首都ジュバの近郊から、東西のエクアトリア州へと活動範囲を広げるため、部隊を４００人規模へ増やし、装備も強化した５次隊を送った直後。結局、活動範囲は広げられないまま、７次隊からは派兵規模を３５０人規模へ縮小したといいます。

　自衛隊のＰＫＯ派兵は、紛争当事者間の停戦合意などからなる参加５原則を満たすことを条件としています。政府関係者は「当時、撤退は検討したが、ＰＫＯ５原則は崩れていないという結論になった」と説明します。しかし、増派を断念して現在に至っていることから、厳しい情勢下で自衛隊が活動を余儀なくされていることがうかがえます。

　南スーダンでは、１１年７月に平和構築などを主任務としたＰＫＯ（国連南スーダン派遣団＝ＵＮＭＩＳＳ）が設立されました。陸上自衛隊は１２年１月から３５０人規模の施設部隊を送って、ジュバ近郊でインフラ整備を実施してきました。

　その後、１３年１２月１５日に始まった大統領派と前副大統領派の衝突を契機に戦闘が全土に拡大し、２００万人以上ともいわれる避難民が発生。これを受け、ＵＮＭＩＳＳの主任務は１４年５月、「住民保護」へ切り替わり、そのための武力行使も認められています。

　交戦状態になっても撤退しない近年のＰＫＯに対応するため、安倍政権は昨年、戦争法の一部としてＰＫＯ法改定を強行。「住民保護」や他国要員の救出（駆けつけ警護）といった、武器の使用を前提とする任務の追加が可能になっています。（池田晋）
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自衛隊と米軍が上陸訓練 安保法施行を前に
ＮＨＫ　2月27日 18時43分
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陸上自衛隊は、日本時間の２７日、アメリカ西海岸で、海兵隊との大規模な上陸訓練を行い、日米の幹部が情報を共有しながら部隊を指揮しました。去年成立した安全保障関連法には日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、安保法が来月施行されれば、現場での連携がさらに進むとみられます。
陸上自衛隊は、長崎県佐世保市の西部方面普通科連隊の隊員などおよそ３１０人を先月からアメリカのカリフォルニア州に派遣し、アメリカ海兵隊のおよそ５００人とともに訓練を続けています。
　訓練では、日本時間の２７日未明、「ＡＡＶ７」と呼ばれる海兵隊の水陸両用車におよそ５０人の自衛隊員が同乗し、大規模な上陸を開始しました。また、別の地点では、自衛隊員が海兵隊の新型輸送機、オスプレイに乗って上陸し、負傷した自衛隊員を搬送する訓練などを行いました。
　さらに、演習場の一角には日米共同の指揮所が設けられ、自衛隊と海兵隊の幹部およそ４０人が巨大な地図を取り囲み、互いの上陸地点や戦闘状況を共有しながら作戦を進めていました。
　去年９月に成立した安全保障関連法には日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、安保法が来月２９日に施行されれば、自衛隊とアメリカ軍の情報共有や部隊の連携がさらに進むとみられます。
　自衛隊部隊の指揮官で西部方面総監部幕僚副長の青木伸一陸将補は「上陸訓練を通じて日米の連携をさらに強化するとともに、アメリカ軍のノウハウや教訓を吸収して、自衛隊の能力を向上させていきたい」と述べました。また、来月施行される安全保障関連法については「今回の訓練にこの法律の内容は反映していないが、今後はアメリカ軍と平素からのより緊密な連携が必要になると思う」と述べました。
　一方、海兵隊部隊の指揮官のデビッド・コフマン准将は「上陸作戦の能力は日本やアメリカを含む太平洋地域の安全保障のためにとても重要だ」と述べました。また、自衛隊が憲法の定める範囲で行動していることについては「自衛隊と海兵隊は地域を分けて作戦を行うことになっていて、２つの作戦地域から共同で同じ目標を達成するため、日米間の調整をどのようにしていくのかが課題となってきたが、私たちは可能な方法を見つけ出し、目標を達成できる柔軟性を持っている」と述べました。 
初公開 日米共同の指揮所とは
演習場の一角には、日米合わせて８００人の部隊の上陸作戦を進める日米共同の指揮所が設けられ、２５日、初めて公開されました。
　指揮所は、実戦では沖合の艦艇の中に置かれるいわば前線司令部で、訓練の期間中は毎日、日米の指揮官やスタッフなど合わせておよそ４０人が出席する会議が、午前と午後の１日２回開かれています。会議では、大きな地図を取り囲むように机がコの字形に置かれ、海兵隊部隊を指揮するクレイ・ティプトン大佐が「最終段階の作戦を行うが、今回の中で最も複雑な訓練になる」と述べると、自衛隊部隊の指揮官の青木伸一陸将補が「日米が協力して準備し、強襲揚陸を行う条件が整ったことを非常に心強く思う」と述べました。
　指揮所には、自衛隊のおよそ８０人と海兵隊のおよそ３０人のスタッフが参加していますが、今回、自衛隊は従来よりスタッフを増員し、司令部機能を強化して訓練に臨んでいるということです。指揮所では、日米の隊員が地図で上陸地点を確認したり、同じパソコンの画面を見ながら意見を交わしたりして、上陸作戦の進み具合や互いの部隊の動きなどの情報を共有していました。
　西部方面総監部の瀬尾匡則２等陸佐は「リアルタイムで日米の情報をいかに共有するかが簡単なようで非常に難しい。ただ、共同訓練を通じて、日米の連携が隊員レベルでも指揮官レベルでもさらに深まっていくことを期待している」と話していました。
　また、海兵隊部隊のジョン・ジアノポリス中佐は「瀬尾２佐と私で作戦の細かい情報をやり取りしている。海兵隊幹部として、私も日本の変化にいつも注目している。自衛隊の実力が上がれば、太平洋地域のさらなる安定につながる」と話していました。
安保法施行で連携加速か
安全保障関連法と、新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインには、有事だけでなく平時から日米の連携を強化する内容が盛り込まれていて、来月、安保法が施行されると、今後、自衛隊とアメリカ軍の連携が加速するとみられます。
　去年９月に成立した安全保障関連法は、憲法解釈を変更して集団的自衛権の行使を可能にしたほか、安保法に先立って、去年４月、日米間で合意した新たな日米防衛協力の指針、ガイドラインは、日本の有事だけでなく、警戒監視や共同訓練など、平時からの連携も強化する内容を盛り込んでいます。このうちガイドラインは、自衛隊とアメリカ軍が日頃の警戒監視などを通じて情報共有を進めるとしているほか、日本の防衛のためであれば、共同訓練などの平時にも互いの艦艇などを攻撃から守るとしています。
　安保法が来月２９日に施行されると、新たなガイドラインに盛り込まれた内容が日本の法律に基づいて行使できることになり、今後、自衛隊とアメリカ軍の情報共有や部隊の連携が加速するとみられます。
海自機、比海軍に貸与へ…南シナ海の監視に利用

読売新聞　2016年02月29日 03時12分



　政府は、退役した海上自衛隊の練習機（航空機）「ＴＣ９０」をフィリピン海軍に貸与する方針を固めた。

　フィリピン側は、中国による南シナ海での海洋進出の動きに対し、空からの警戒・監視に利用する。日・フィリピン両政府は、今春にも貸与で合意する見通しだ。

　フィリピン海軍が警戒・監視に利用する航空機は、行動半径が約３００キロと狭く、「中国が進出する南シナ海のスプラトリー（南沙）諸島全域を監視して戻ってくることは難しい」（政府筋）という。フィリピンは南沙諸島のスービ礁、ミスチーフ礁などで中国と対立しており、広範囲で活動できる航空機を求めていた。

　ＴＣ９０の行動半径はフィリピン軍機の２倍以上で、南沙諸島の大半をカバーできるという。練習機であるＴＣ９０には、レーダー類などがほとんど搭載されておらず、フィリピン海軍が当面、目視による警戒・監視に利用するとみられる。

産経新聞　2016.2.28 12:15更新 
【日本版ステルス機】「平成の零戦」が背負う重み…敬意を込めて《心神》と愛称で呼びたい　「軍事情勢」記者・野口裕之

地上滑走試験を行う試作機「先進技術実証機」（手前）＝２４日午前、愛知県営名古屋空港（代表撮影）
　防衛省の発注で三菱重工業などが製造する《先進技術実証機》の地上滑走試験を視察した中谷元・防衛相は、実証機が背負う「重み」をよく理解しているようだ。中谷氏は強調した－
　「（開発が）順調に進展していることを確認した」
　「将来のわが国の戦闘機開発や航空機産業全体の技術革新、他分野への応用に大変期待が持てる」
　「重み」を語る前に、敬意を込め、また親しみを込めて、《心神》と愛称（富士山の別称）で呼びたい。さて「重み」について。中谷氏が「順調な進展」に言及した背景には、平成７年の研究開始以来、技術的にほぼ未開の、しかも高度な分野に踏み込み、克服しつつある安堵感が横たわる。何しろ、米軍のＦ－３５といった《第５世代》戦闘機の上をうかがう、将来の《第６世代》戦闘機開発に備えた開発・製造なのだ。３０万点もの部品を組み合わせ、国産化率９割超の軍用機を造り上げた技術陣や参加企業２２０社は誉められてよい。
　特徴の第一は、炭素繊維を駆使し、形状を“彫刻”し、敵レーダーに探知されず敵を捕捉するステルス性で、国産成功例は米露中３カ国だけ。繊維▽耐熱素材▽電子機器▽小型燃料装置…、わが国の得意技術を活かした点も特筆される。強い向かい風を受けても失速せず、旋回半径の著しい短縮を可能にしたエンジンの開発も、担当のＩＨＩが成功した。結果、軽量化を図り高い運動性を実現した。
　２つ目の「重み」は、中谷氏の言葉にもあるが、将来の戦闘機開発や航空機産業全体の技術革新に資する展望だ。
　２２年３月に国内企業群が試作を始めた心神は、３月末の防衛装備庁引渡しを控え、初飛行を終える。その後、研究中だった最新技術を追加→試験飛行を反復→問題点をあぶり出し→分析→改善を施し→新たな技術を付加→再び飛行する。回転を止めず進化を求め続ける、以上の過程の繰り返しを軍事の要諦《スパイラル・セオリー》と呼ぶ。実戦で使う兵器の不具合は「自衛官の死」を意味する。従って、セオリー途中での不具合や問題点は貴重な発展的改善材料で、次の次の戦闘機開発にも性能アップした上で導入される。
　加えて「学び取った技術・ノウハウは、許される範囲で最大限民間にも伝授できる」（三菱重工業の浜田充・技師長）。
　経済効果も絶大だ。武器輸出３原則緩和や防衛装備庁設立と相まって、期待は否が応でも高まる。心神には２２０社が関わったが、戦闘機量産ともなれば、直接従事する企業（孫請け、ひ孫請け…を含む）ばかりか、工場建屋建設はじめ、工場の社員食堂に食品や白衣を納入する業者まで、さらに企業数が増える。小欄の認識で、広義の「防衛産業」とは関連業者も入り、兵器によっては総計数千社が恩恵を受ける。開発資金の不足以外、良いことづくしだ。
　ところで、航空自衛隊のＦ－２戦闘機の後継機を国産にするか共同開発にするかが注目されているが、大事な視点が抜けている。心神が与えてくれる数々の技術の完成度が、将来型戦闘機の生産・開発形態を決めるからだ。
　関係者は「未定でよい」と言い切る。国産戦闘機製造への総合力を持てば、外国が注目し擦り寄ってくる。逆説的に言えば、国産戦闘機製造への総合力を持たぬと軍需大国に相手にされず、共同開発には参画できない。この関係者は「国産戦闘機の製造段階にのぼった時点で、防衛技術基盤の発展や費用対効果、企業収益など国益を冷静に勘案し、国産か共同開発かを判断すればよい」と、まずは「国産力」蓄積を目指す方向が基本と考えている。
　仮に国産にすれば開発費は５千億～１兆円超。一方で防衛省は、最低でも４兆円の新規事業誕生＋８・３億円の経済波及効果＋２４万人の雇用創出を試算する。
他方、共同開発であれば費用・技術上のリスクを、同盟・友好国とシェアできる。
　国産・共同開発いずれにしても、海外に売り込むスキームは早期に構築しなければならない。
　スキームといえばもう一つ必要だ。前述した武器輸出３原則緩和や防衛装備庁設立による「副作用」対策。３原則に縛られ兵器貿易と貿易管理面で「鎖国」状態だったぬるま湯時代とは違い、「開国」し、日本政府が外国との輸出入に乗り出した現在では不可欠となった、人材（ヒト）・技術（モノ）・利益（カネ）の流失を防ぐ法的管理スキームがないのだ。別の関係者は日本メーカーの具体名を挙げ（仮にＡ社）、「Ａ社と提携関係を切って、ウチに来ないか？と、外国企業に手を突っ込まれる日本企業は次第に増えている」と証言。「開国」がもたらした現状を「舌なめずりするオオカミがうろつく荒野で、ヒツジが閉じこもっていた檻の扉が開いた」と表現した。
　航空自衛隊出身の宇都隆史参院議員は「戦闘機開発は国家の体制を守る礎の一つになる。礎の構築は、わが国が独自の技術力をしっかりと確保して、初めて達成する」と、小欄に期待を語ったが、心神の「白地に赤い」機体と、操縦席直下の「日の丸」に「国家の体制を守る」頼もしさを感じる。
　そう感じるのは、零戦と縁（えにし）が深い三菱重工業の愛知県内の工場で生まれた心神の出自と無縁ではない。心神こそ、戦後、大日本帝國陸海軍の傑作機復活を恐れる連合国軍総司令部（ＧＨＱ）がズタズタにした日本の航空機産業を蘇生させる先駆けと成るのである。
　少しは溜飲が下がった。（野口裕之）
野党連携は「民共合作」＝自民・茂木氏
　自民党の茂木敏充選挙対策委員長は２８日、岐阜市内で講演し、夏の参院選をめぐり共産党が改選数１の１人区で原則として独自候補を取り下げることに関し、「実質的に民主党と組む『民共合作』だ」と批判した。その上で、「自民・公明両党の安定政権を選ぶのか、民共合作の革新勢力に国を委ねるのかを明確に問いたい」と強調した。
　茂木氏は「われわれが戦うのはひ弱な野党ではない。その裏で着々と勢力を伸ばしている共産党と戦う」とも語り、野党側をけん制した。　（2016/02/28-16:54）2016/02/28-16:54
民共合作、レッテル貼り…野党連携巡り与野党幹部が応酬
朝日新聞デジタル　2016年2月28日23時07分
　今夏の参院選で、民主党や共産党など野党が候補者の一本化など選挙協力を進めていることについて、与野党幹部が２８日、さや当てを繰り広げた。
　自民党の茂木敏充選挙対策委員長は、岐阜市での講演で「野党統一候補と言うが、実質的には民主党と共産党が組んでやるということ。『民共合作』の革新勢力にこの国をゆだねるのか」と述べ、野党連携を批判した。
　さらに茂木氏は、１９６８年に旧ソ連の同盟国だった旧チェコスロバキアで起きた民主化運動「プラハの春」を引き合いに、旧ソ連が民主化を武力で弾圧したことに触れ、「我々がこの夏に戦うのは、ひ弱な野党ではない。その裏で着々と勢力を伸ばしている共産党と戦う」と踏み込んだ。
　これに対し、民主党の枝野幸男幹事長は２８日、京都府綾部市で記者団に対し、「冗談じゃない。５党の党首間の合意を読んでみろと言いたい」と反論。選挙協力などの野党連携は、共産のほか、維新の党や社民党、生活の党と山本太郎となかまたちも含むものだと指摘。その上で「事実と異なるレッテル貼りをしようとしていること自体、自民党を焦らせる状況まで持ってくることができたのはよかった」と皮肉を飛ばした。
民主追及も決定打欠く＝衆院予算委、政策議論深まらず－甘利氏問題
　２０１６年度予算案は３月１日に衆院を通過し、折り返し点を迎える。衆院予算委員会での審議で、民主党は甘利明前経済再生担当相の金銭授受問題を連日追及したが、決定打を欠いた。一方、環太平洋連携協定（ＴＰＰ）や経済政策をめぐる議論は深まらなかった。
　民主は週刊誌が甘利氏の疑惑を報じて以降、予算委で重点的に質疑を展開。大串博志氏は、甘利氏に現金を手渡した建設会社担当者と都市再生機構（ＵＲ）の土地をめぐる補償交渉に、甘利氏元秘書が関与したのは「あっせん利得処罰法違反に当たる」と指摘。元秘書が見返りに高級車を要求したとされる発言を紹介した。
　民主は元秘書と建設会社、ＵＲのやりとりを記録したとする音声データを基に、「口利きだ」と何度も迫った。だが、成果は、職員が元秘書に補償額を教えたとのＵＲ幹部の答弁くらい。甘利氏の早期辞任により民主は「肩透かし」を食らった格好で、同氏や元秘書の証人喚問を求めているものの実現は見通せない。
　甘利氏辞任の余波で、当初は焦点になるとみられたＴＰＰについての議論は低調。後任の石原伸晃経済再生担当相は、経緯の説明を求められたのに対し、「交渉でのやりとりは明かせない」と、かわした。　
　論戦では、安倍晋三首相が民主に反撃する場面が目立った。消費税への軽減税率導入に伴う財源をただされたのに対し、首相は「われわれは『腹案がある』と言って、実はなかったということは絶対にない」と鳩山由紀夫元首相を念頭に逆襲。財政健全化に関する質問に対しても、「民主党は一銭も財政再建できなかった」と反発し、議論はかみ合わなかった。
　憲法改正に関し、首相は夏の参院選での争点化に意欲を示した。ただ、具体的な項目については「国会や国民的な議論と理解の深まりの中で、おのずと定まってくる」として、深入りを避けた。（時事通信2016/02/28-15:41）
岡田氏「政権の暴走止める」　合流の意義強調

共同通信　2016/2/27 21:59
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維新の党との合流や野党勢力結集について、街頭演説で語る民主党の岡田代表＝27日午後、三重県四日市市　民主党の岡田克也代表は27日、三重県四日市市で街頭演説し、維新の党との合流について「自民党と競い合う政党をつくり、政権の暴走を止めなければいけない」と述べ、意義を強調した。「私は民主党が好きだし、誇りもあるが、（政権交代に向けた）最後のチャンスだ」として、党名変更などにも理解を求めた。

　同党の枝野幸男幹事長は兵庫県内で講演し、新党の略称名が「民主」にならない場合の影響に関して「『民主』と書いた票が無効になったり、自民党や社民党に案分されたりしたら、誰が責任を取るのか」と指摘した。

夏の参院選「自民と互角目指す」　民主・岡田代表 
　民主党の岡田克也代表は28日、津市で開かれた党三重県連大会であいさつし、夏の参院選に関し「自民党と互角に戦う選挙を展開したい。比例代表の得票率で30、40％を取りたい」と強調した。同時に「参院選の責任は全て私が負う」とも述べた。
　これに先立つ党会合では、維新の党と３月中に合流する方針を説明。共産、社民、生活３党を含めた野党５党の共闘の枠組みを挙げ「この二つを車の両輪として、巨大与党に対峙したい」と訴えた。〔共同〕
民主・岡田代表 新党軸に野党勢力の結集を
ＮＨＫ　2月27日 20時52分
民主党の岡田代表は三重県四日市市で記者団に対し、夏の参議院選挙に向けて、維新の党との合流による新しい党を軸に、野党勢力の結集を目指す考えを強調したうえで、新しい党名は両党の代表らで構成する新党協議会で決定したいという考えを示しました。
民主党と維新の党は２６日、岡田代表と松野代表が党首会談を行い、民主党の党名などを変更したうえで、維新の党の議員が民主党に参加する形で来月合流することで正式に合意しました。
　これについて、岡田代表は記者団に対し、「政権交代が可能な政治が非常に大事だ。数が増えれば力も増すので、われわれの主張が国民にも届けやすくなる。新しい党と、ほかの野党との協力という両輪でしっかり頑張っていきたい」と述べ、夏の参議院選挙に向けて、新しい党を軸に野党勢力の結集を目指す考えを強調しました。
　また、岡田氏は新しい党名について、「『民主』の文言が残る可能性もあるし、全く新しい党名になる可能性もあるので、丁寧に説明していかなければならない。これからの話し合いだが、最終的には両党の代表と幹事長が責任を持って決めることになる」と述べ、両党の代表らで構成する新党協議会で決定したいという考えを示しました。 
産経新聞　2016.2.28 19:09更新 
【新報道２００１抄録】自民・小野寺政調会長代理「今のところ野党は怖くない」

小野寺五典自民党政調会長代理（三尾郁恵撮影）
　自民党の小野寺五典政調会長代理が、野党連携や来年４月に予定される消費税増税などについて語った。
　－－民主党と維新の党が新党結成で合意した。今の野党は自民党が解散を戸惑うほど怖い存在か
　「一番は与党の気の緩みだ。いろいろなことを指摘されているので、自分たちをしっかり律していくことの方が大事だ」
　－－野党は怖くないと
　「今のところは。ただ、これから国民がどう判断するかは真摯（しんし）に受け止めたい」
　－－来年４月の消費税増税で、住宅の駆け込み需要が増えるといわれていた。ただ、安倍晋三首相の増税に対する発言ぶりが変わってきている。消費税を上げるのか上げないのか、早く決めないと消費者が混乱する
　「住宅は今年９月３０日までに契約すれば、もし来年４月に消費税が上がったとしても８％のままで購入できる。（消費税増税の）方針を早く決めないといけない。住宅のことを考えれば、お尻は９月３０日と考えている。ただ政治的には衆参同時選挙にも影響してくる内容だが、政局というよりも、むしろ経済状態を重視して考えていきたい」
　－－経済状態が最優先ということか
　「大切なのは社会保障のための税収を上げることだ。消費税を上げて結局、経済が下がって税収が落ちたのでは何の意味もない。税収が上がるという経済環境があって、はじめて消費税を上げるのが基本だ」
　－－消費税増税には慎重と捉えてよいか
広告
　「すでに法律として上げることは決まっている。逆に言えば、（上げない場合は）法律で上げないということを決めなければいけない。政治的にもかなり大きな問題になるので、最後までしっかり経済の状況を見極めて判断していく」
自民、京都補選で不戦敗　府連申請しても認めず

東京新聞　2016年2月28日 朝刊

　自民党は二十七日、宮崎謙介前衆院議員（同党離党）の辞職に伴う四月の衆院京都３区補欠選挙で公認候補の擁立を見送る方針を固めた。谷垣禎一幹事長は京都府連会長の西田昌司参院議員らと京都市で会談し、こうした意向を正式に伝えた。

　擁立を訴えてきた府連側は候補探しを続ける構えだが、党執行部は公認申請があっても認めない考え。補選で与党が「不戦敗」となるのは異例だ。

　谷垣氏は会談で、次期衆院選に向けて「しっかり勝てる候補を選んでいきたい」と述べ、補選での候補擁立見送りに理解を求めた。

　西田氏ら府連側からは「厳しい選挙になるのは間違いないが、擁立すべきだ」などの意見が相次いだものの、具体的な候補は示せなかった。

　補選は四月十二日告示－二十四日投開票の日程で実施される。京都３区では民主党が現職の泉健太氏＝比例近畿＝を公認する。共産党、おおさか維新の会も独自候補を擁立する方向で検討している。

　これに関連し、維新の党の松野頼久代表は二十七日、横浜市で記者団に「政権与党が候補を出さないのは考えられない。擁立して有権者の審判を仰いでいただきたい」と述べ、自民党の対応を批判した。

公明・山口代表 参院選は自公で過半数維持を
ＮＨＫ　2月27日 20時38分
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公明党の山口代表は、都道府県本部の代表らを集めた会合であいさつし、夏の参議院選挙について、「安定政権の下で、課題解決を着実に進めていけるかが問われる選挙だ」と述べ、非改選の議席と合わせて、自民・公明両党で過半数の議席を維持したいという考えを強調しました。
公明党は、夏の参議院選挙に向けて２７日、東京都内で、国会議員や都道府県本部の代表を集めた会合を開きました。
　この中で、山口代表は「自公連立政権が再スタートしてから３年、経済再生や、社会保障の充実と安定化に全力で取り組んできた。外交面でも、中国や韓国との関係改善が前進したほか、厳しさの増す安全保障環境に対応する新しい制度を憲法の枠内で整備し、対話と交流による平和外交も進めてきた。決して後戻りさせてはならない」と述べました。
　そのうえで、山口氏は「今回の参議院選挙は、与党が過半数の議席を得て、安定政権の下で、課題解決を着実に進めていけるかが問われる選挙だ」と述べ、非改選の議席と合わせて、自民・公明両党で過半数の議席を維持したいという考えを強調しました。そして、選挙区に擁立した７人全員の当選と、比例代表で６議席以上の獲得という党の目標達成に向け、全力を挙げるよう呼びかけました。 
自民推薦、来月中旬までに＝参院選、山口氏「歴史的勝利を」－公明
　公明党は２７日、夏の参院選に向けて全国県代表協議会を党本部で開いた。井上義久幹事長は重点選挙区の埼玉、神奈川、愛知、兵庫、福岡に関し、自民党から推薦が得られるよう協議中と説明、来月１３日の同党大会までに結論を得たいとの考えを示した。いずれの選挙区でも自公両党の候補者が競合する。
　これに先立ち、山口那津男代表は「『（衆院、地方を含む）全議員が候補者』との自覚と責任で党勢拡大の先頭に立ち、歴史的な大勝利をつかみ取ろう」と訴えた。　
　重点政策案も示され、雇用形態にかかわらず同じ賃金を確保する「同一労働同一賃金」実現や、若者の政治参加促進の観点から被選挙権年齢の引き下げ検討などが明記された。出席者からは衆院選挙制度改革に関し、議長の諮問機関の答申により一部比例ブロックの定数が減る影響を懸念する声が上がった。（2016/02/27-17:57）
推薦要請「来月までに結論を」　公明幹事長、自民に迫る
朝日新聞デジタル　2016年2月28日00時47分
　公明党の井上義久幹事長は２７日の党会合で、参院選の５選挙区で公明公認候補への推薦を要請している自民党に対し、３月１３日の自民党大会までに結論を出すよう求める考えを示した。自民党の地元県連は軒並み公明候補への推薦に反対している。
　井上氏は埼玉、神奈川、愛知、兵庫、福岡の５選挙区について「自民と民主がほぼ指定席で、最後の１議席が公明と共産の一騎打ち。大変厳しい情勢だ。何とか（自民から）推薦していただくように協議していく」と語った。
公明党重点政策案・要旨
　公明党の夏の参院選に向けた重点政策案の要旨は次の通り。
　【活気ある温かな地域をつくる】消費税の軽減税率の円滑な導入に向け中小企業への支援策を講じる▽宿泊施設や公衆無線ＬＡＮ整備などを進め質の高い観光立国を実現▽農業経営の高度化や農林水産物の輸出拡大推進。
　【健康・活動寿命を伸ばし元気に活躍】介護離職ゼロへ介護のための短時間勤務実現▽介護従事者の待遇改善や人材確保▽受動喫煙防止対策の推進。
　【女性や若者、全ての人が希望を持てる社会】若者政策担当相・部局の設置、審議会への若者登用、被選挙権年齢の引き下げ検討▽同一労働同一賃金の実現検討▽携帯電話料金の引き下げ▽返済不要の給付型奨学金創設。
　【子どもを大切にする社会】子育て世代包括支援センターを全国に設置▽不妊治療への助成、幼児教育無償化の推進。
　【災害から暮らしを守り抜く】道路などのインフラの老朽化対策推進▽防災拠点に災害に強い公衆無線ＬＡＮを設置。（時事通信2016/02/28-22:51）
公明、「若者担当相」検討…参院選重点政策案

読売新聞　2016年02月28日 16時39分

　公明党が夏の参院選公約の骨格に位置づける重点政策案が２７日、判明した。

　「若者政策担当相」の新設や、国政選挙と地方選挙に立候補できる被選挙権年齢引き下げを検討することなどを明記した。今回の参院選から選挙権が「１８歳以上」に引き下げられる予定のため、若者を重視する内容となった。党執行部が同日、東京都内で開かれた全国県代表協議会で示した。

　重点政策案では、〈１〉活気ある温かな地域〈２〉健康・活動寿命の延伸〈３〉女性や若者、すべての人が希望を持てる社会〈４〉子どもを大切にする社会〈５〉災害から暮らしを守り抜く――の５分野で、３５項目の政策を掲げた。

　具体策としては、２０１７年４月の消費税率１０％への引き上げと同時に軽減税率制度を円滑に導入するため、「中小・小規模事業者への支援策を講じる」としたほか、介護従事者の待遇改善や返済不要の給付型奨学金創設、幼児教育無償化の推進なども盛りこんだ。

若者政策の担当相新設＝公明、参院選へ重点政策案
　公明党が夏の参院選に向けまとめた重点政策案の詳細な内容が２８日、分かった。選挙権年齢が「１８歳以上」に引き下げられることを踏まえた若者対策に重点を置いており、若者政策に関する担当大臣や部局設置、審議会への若者登用の推進を打ち出した。被選挙権年齢の引き下げ検討も盛り込んだ。
　重点政策案は、（1）活気ある温かな地域をつくる（2）健康・活動寿命を伸ばし元気に活躍（3）女性や若者、全ての人が希望を持てる社会（4）子どもを大切にする社会（5）災害から暮らしを守り抜く－の５本柱。　
　２０１７年４月に消費税率を１０％に引き上げる際に導入する軽減税率に関しては、制度の円滑な実施に向け中小企業への支援策を講じると明記した。
　このほか、介護従事者の待遇改善や人材確保、「同一労働同一賃金」の実現検討、妊娠から子育てまで切れ目なく相談できる「子育て世代包括支援センター」を全国に設置することなどを列挙した。（時事通信2016/02/28-22:25）
自民、鈴木貴子氏に応援要請へ　道５区補選、民主は「議員辞職を」
北海道新聞　02/28 07:20
　４月の衆院道５区（札幌市厚別区、石狩管内）補欠選挙をめぐり、自民党道連と党５区支部は２７日に札幌市内で開いた幹部会合で、民主党に離党届を出した鈴木貴子衆院議員＝比例道ブロック、新党大地代表代理＝に応援を求める方針を決めた。
　会合は非公開。出席者によると、大地側から、貴子氏が自民党公認で公明、大地などが推薦する新人和田義明氏（４４）の行事に出る用意があると伝えられたという。自民党道連の伊達忠一会長は会合後、「決起集会などの案内を全部出そうと思う。出席者も了承した」と語った。
　一方、民主党北海道の佐々木隆博代表は２７日に札幌市内で開かれたシンポジウムで、貴子氏について「民主党の比例で当選した方で、議員を辞めてもらわなければ民主党に議席は戻ってこない。除籍、あるいは議員辞職を勧告しなければならない」と訴えた。補選で民主党は共産党などと無所属の新人池田真紀氏（４３）を推薦している。
茂木氏、新方式は20年調査後に　衆院選改革

共同通信　2016/2/28 19:15
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講演する自民党の茂木敏充選対委員長＝28日午後、岐阜市
　自民党の茂木敏充選対委員長は28日、岐阜市で講演し、衆院選挙制度改革に関する有識者調査会が答申に明記した新たな議席配分方法「アダムズ方式」について、2020年の国勢調査を踏まえて小選挙区に導入すべきだとの考えを示した。

　答申は、西暦の末尾が「0」の時の大規模国勢調査で各都道府県への定数配分と区割りを見直すよう求めているとの認識を強調。「今、導入すれば（20年以降に）また定数を見直さなければならない。朝令暮改で、制度の安定性が揺らぐことになりかねない」と述べた。

衆院選制度の抜本改革、２０年国勢調査で…自民

読売新聞　2016年02月28日 18時15分

　自民党は、衆院選挙制度改革を巡り、今国会提出を目指す「０増６減」の公職選挙法などの改正案に、２０２０年国勢調査（国調）を基に都道府県ごとの定数配分を見直す「抜本改革」を確約する規定を盛り込む方向で調整に入った。

　衆院議長の諮問機関の答申に盛り込まれた定数配分ルールである「アダムズ方式」は、何年の国調から実施すべきかが明記されておらず、各党の解釈が割れている。公明、民主、維新などは早期実施を求めており、議論は難航しそうだ。

　安倍首相は２６日の衆院総務委員会で、「答申を現状に当てはめればアダムズ方式による見直しは２０年国調の結果行われることになる。答申を尊重する」と述べた。抜本改革を２０年国調後に先送りしても、答申と矛盾しないとの考えを示したものだ。どのような定数配分ルールを採用するかについては、「アダムズ方式を尊重しながら取りまとめる」と答弁した。

20年国勢調査後にアダムズ方式導入　自民選対委員長 
日経新聞　2016/2/28 20:51
　自民党の茂木敏充選対委員長は28日、岐阜市で講演し、衆院選挙制度改革に関する有識者調査会が答申に明記した新たな議席配分方法「アダムズ方式」について、2020年の国勢調査を踏まえて小選挙区に導入すべきだとの考えを示した。
　答申は、西暦の末尾が「０」の時の大規模国勢調査で各都道府県への定数配分と区割りを見直すよう求めているとの認識を強調。「今、導入すれば（20年以降に）また定数を見直さなければならない。朝令暮改で、制度の安定性が揺らぐことになりかねない」と述べた。
　参院選の改選１人区で共産党が原則として独自候補を取り下げ、野党５党間で候補者一本化の動きが進んでいることには「実質的には民主、共産両党がくっつく『民共合作』だ」と指摘。その上で「われわれが戦うのはひ弱な野党ではなく、その裏で着々と勢力を伸ばしている共産党だ」と述べた。
　これに対し、民主党の枝野幸男幹事長は京都府綾部市で記者団に「事実と異なるレッテル貼りだ。自民党を焦らせる状況になったということだ」と反論した。〔共同〕
自民、衆院京都補選擁立見送り　異例の「不戦敗」に

共同通信　2016/2/27 19:51
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自民党京都府連会長の西田昌司参院議員らとの会談を終えた谷垣幹事長＝27日午後、京都市
　自民党は27日、宮崎謙介前衆院議員（同党離党）の辞職に伴う4月の衆院京都3区補欠選挙で公認候補の擁立を見送る方針を固めた。谷垣禎一幹事長は京都府連会長の西田昌司参院議員らと京都市で会談し、こうした意向を正式に伝えた。擁立を訴えてきた府連側は候補探しを続ける構えだが、党執行部は公認申請があっても認めない考え。補選で与党が「不戦敗」となるのは異例だ。

　宮崎氏が不倫を認めて議員辞職した経緯を踏まえ、党執行部は衆院京都3区補選で公認候補を立てても世論の批判を受けて苦戦すると分析。同じ日程で実施される衆院北海道5区補選などにも悪影響を及ぼしかねないと判断した。

産経新聞　2016.2.28 18:28更新 
働き方改革、安倍首相「次の３年間の最大のチャレンジ」　１億総活躍対話集会で表明


１億総活躍社会の実現に向けた対話集会で、意見交換する安倍首相（右から３人目）。左端は加藤１億総活躍相＝２８日午後、東京・霞が関
　安倍晋三首相は２８日、東京都内で開かれた「１億総活躍社会の実現」に関する対話集会のスピーチで、働き方改革について「安倍内閣の次の３年間の最大のチャレンジだ」と述べ、政権の最重要課題として位置付ける方針を明らかにした。
　首相は「１億総活躍社会に向け、一人一人の事情に応じて多様な働き方が可能な社会への変革に取り組む」と強調。その上で（１）非正規雇用の待遇改善（２）長時間労働の是正（３）高齢者の就業促進－の３点を働き方改革の柱にすると述べ、同一労働同一賃金など対応策を５月にも取りまとめる「ニッポン１億総活躍プラン」に盛り込む考えを示した。
　首相は、職業訓練中の若者やシルバー人材センターの高齢者、保育士、介護職員ら１２人の登壇者とも意見交換。パート勤務の４６歳女性が子育てで長期離職した後も正社員として再就職できる仕組みづくりを訴えたのに対し、首相が「職場復帰にあたりトレーニングを受けられるコースがあった方がいいと思うか」と質問する場面もみられた。
産経新聞　2016.2.28 19:23更新 
安倍首相の「１億総活躍社会の実現」対話集会でのあいさつ要旨
　安倍晋三首相が、２８日の「１億総活躍社会の実現」に関する対話集会で行ったスピーチの主な内容は次の通り。
　安倍内閣は少子高齢化という長年の懸案に真正面から挑戦する。アベノミクスの成果の税収増を活用し、子育てや社会保障の基盤を強化する。それが経済を強くする。１億総活躍社会は「成長と分配の好循環」を生み出す提案だ。
　平成２７年度補正予算には保育や介護の受け皿拡大を盛り込んだ。春にまとめる１億総活躍プランには保育士や介護士の待遇改善を盛り込む。
　過去最高水準の企業収益を労働者に分配するため、昨年を上回る賃上げを目指す。最低賃金も１０００円を目指し、年率３％を目途に引き上げたい。
　一人一人の事情に応じ多様な働き方が可能な社会への変革に取り組む。働き方改革は安倍内閣の次の３年間の最大のチャレンジだ。
　第１の柱は非正規雇用の待遇改善だ。パートタイム労働者の賃金水準は欧州諸国では正規労働者に比べて２割低いが、日本では４割低い。同一労働同一賃金の導入に本腰を入れる。
　第２の柱は長時間労働の是正だ。週４９時間以上働いている労働者の割合は欧州諸国では１割だが、日本は２割だ。１億総活躍プランで対応策を明示したい。
　第３の柱は高齢者の就業促進だ。アンケートでは７割近くが６５歳を超えても働きたいと希望しているが、実際は２割止まりだ。人口が減少していく中で成長力を確保するため、高齢者の就業促進策を１億総活躍プランで取り上げる。若者や障害、難病のある人の就業促進も、具体的なロードマップを達成していく。
一億総活躍社会へ国民の意見 初の対話集会
ＮＨＫ　2月27日 20時42分
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政府は一億総活躍社会の実現に向け、ことし５月にも取りまとめる工程表に幅広い国民の意見を反映させようと初めての対話集会を仙台市で開き、参加者からは長時間労働の是正や保育士の待遇改善などを求める意見が出されました。
政府は、一億総活躍社会の実現に向けた工程表「ニッポン一億総活躍プラン」をことし５月にも取りまとめる方針で、幅広い国民の意見を反映させようと、初めての対話集会を仙台市で開きました。
　この中では、子育てや保育、介護に携わる人や大学生などから、「保育士の待遇改善に加え、配置基準も見直してほしい」という意見や、「奨学金制度など、学生が経済的余裕を持って学業に集中できる環境を整えてほしい」といった意見が出されました。また、「長時間労働を是正し、短時間勤務でも成果を適正に評価すれば女性が働きやすくなる」という指摘も出されました。これに対し、加藤一億総活躍担当大臣は「いただいた貴重な意見を一億総活躍国民会議でも紹介し、これからまとめるプランの中にしっかりと反映させたい」と述べました。
　対話集会は２８日東京都内で安倍総理大臣も出席して開かれるほか、来月には大阪や福岡でも開かれることになっています。 
クリントン氏の日本批判「事実誤認」…駐米大使

読売新聞　2016年02月27日 15時51分

　【ワシントン＝今井隆】佐々江賢一郎駐米大使は２５日の記者会見で、米大統領選の民主党指名候補争いでリードするヒラリー・クリントン前国務長官が、米地方紙への寄稿で日本などが「何年も通貨の価値を下げて輸出品を人為的に安くしてきた」と、為替操作をしていると批判したことについて「事実誤認だ」と強い不快感を示した。

　一方、共和党の指名レースでトップを走る不動産王ドナルド・トランプ氏の同様の発言については「コメントしない」と深入りを避けた。

辺野古遅れ「グアム移転に影響」と米司令官　報道官は発言修正
沖縄タイムス　2016年2月28日 07:49 



ハリス米太平洋軍司令官
　【平安名純代・米国特約記者】ハリス米太平洋軍司令官が２４日の下院軍事委員会の公聴会で、米軍普天間飛行場の名護市辺野古移設の遅れがグアム移転に影響すると証言した。同軍司令部のチリズ報道官は２６日、沖縄タイムスの取材に対し「日米両政府は２０１２年に代替施設の進展と在沖海兵隊のグアム移転を切り離した。グアム移転は前進している」と述べ、ハリス司令官の証言を修正した。 
　公聴会で普天間移設の遅れがグアム移転に与える影響を問われたハリス氏は、「（普天間移設とグアム移転を）連結させるかどうかだが、普天間からキャンプ・シュワブ（辺野古）への移転の遅れを考慮すると（グアム移転を）延期しなければならないだろう」と述べ、「おそらく影響するのは移転時期のみだ」と証言した。 
　辺野古移設とグアム移転の関連性をめぐっては昨年３月当時、ダンフォード海兵隊総司令官（現在は統合参謀本部議長）が「（在沖海兵隊を）普天間飛行場から退去し、グアムに移転するためにも代替施設を持たなければならない」と上院軍事委で証言。下院軍事委で関連性を追及され、「普天間移設とグアム移転を結びつけたわけではない」と発言を修正した。
【誤解だらけの沖縄基地】（18）日米地位協定改定、動かぬ日本政府
沖縄タイムス　2016年2月28日 10:49 地位協定 米軍 政治 注目 誤解だらけの沖縄基地 




毎年のように日米地位協定の抜本的な見直しを日本政府に要請する県軍用地転用促進・基地問題協議会の翁長雄志会長（中央）ら＝２０１５年２月５日、防衛省
　２０１２年１０月、県内で米兵２人が集団強姦（ごうかん）致傷で逮捕された事件を受け、当時の仲井真弘多知事は、米軍関係者に特権を与えている地位協定が、事件・事故を引き起こす要因ではないか、との見解を示した。 
　そして「運用改善だけでは無理だ」と、改定に取り組むよう日本政府に注文を付けた。 
　沖縄県はあらゆる機会を通じて、地位協定の抜本的な見直しを求めてきたが、締結から５６年間、一度も改定されていない。 
　在日米軍基地を抱える１４都道県の知事でつくる渉外知事会、日本労働組合総連合会（連合）、日本弁護士連合会などが独自の改定案を作成するなど機運の醸成を図ったものの、実現には至っていない。 
　外務省は「他国の地位協定と比べ、不平等とは思えない。見直しすれば他国でも改定要求が出てくる」と説明する。多くの国と同様の協定を結ぶ米側の事情にも配慮し、条文を書き換えたり、付け加えたりするのではなく、今のままで運用を改善することが合理的な対応という考えだ。 
　しかし、同じ敗戦国のドイツでは３度、北朝鮮と休戦状態の韓国では２度、地位協定改定を重ねている。 
　例えば、ドイツのボン補足協定は１９９３年の改定で、提供施設や区域の内部でも原則国内法が適用されるようになった。施設や区域外で訓練する場合にはドイツ当局の同意が必要と定めている。 
　韓米地位協定は２００１年の改定で、殺人や強姦など１２種の犯罪で、米軍容疑者の身柄引き渡し時期を「裁判が終結した時点」から「起訴の時点」に早めた。また、環境条項も新設した。特に００年２月に米兵が首都ソウルで韓国人女性を殺害する事件が発生し、国民の反米感情が噴出したことが改定につながったという見方が広まっている。 
　各国で歴史的な経緯や同盟の目的に違いがあり、日米地位協定の内容と単純に比べることはできないが、いずれにしてもドイツ、韓国の国民、政府が問題意識を持って、主権回復に取り組んだ成果と言える。 
　一方で、日本はどうだろうか。 
　航空機騒音の被害は神奈川や鳥取でも顕著で、大分や北海道でも実弾射撃訓練が実施されるなど、沖縄以外でも米軍の影響を受けているが、全国的な「問題」という認識は低い。 
　地位協定に詳しい沖縄国際大学の前泊博盛教授は「在日米軍専用施設面積の７４％が集中する沖縄だけの問題に矮小（わいしょう）化されている」と指摘する。 
　その上で国民的な議論に結びつかない現状に歯がゆさを感じている。「国民のバックアップを受けて取り組むべきだが、米軍絡みの事件や事故、騒音被害なども全国紙が大きく報じないと事実上『なかったこと』にされ、永田町や霞ケ関は動かない」（「沖縄基地」取材班） 
産経新聞　2016.2.28 22:07更新 
【普天間移設】辺野古移設めぐる代執行訴訟　国・県の主張は…争点検証
　翁長雄志知事の承認取り消しが違法か適法かをめぐる双方の主張をまとめた。
　【最高裁判例】
　国が翁長氏の承認取り消しを違法と指摘する上で最も重視したのが昭和４３年の最高裁判決だ。処分を取り消す場合、取り消しで生じる不利益と、取り消さないことによる不利益を比較し、取り消さないと公共の福祉に照らし不当と認められるときに限って取り消すことができるとの判断を示した。この考え方は何度も踏襲され、「確立した最高裁判例」と主張する。
　県は４３年判決は処分の相手が一般国民の事例で、相手が防衛省という国の機関である今回の承認は「関係性が異なる」として判決の法理を適用することは不当と反論。仮に４３年判決の考え方が適用されるとしても、取り消さないことによる不利益は甚大で公共の福祉に照らし不当でもあり、取り消しは適法とした。
　【不利益比較】
　では、承認取り消しで生じる不利益と、取り消さないことによる不利益に関する主張はどうか。
　国は取り消しの不利益として辺野古移設の最大の目的である普天間飛行場の危険を除去できず、日米の信頼関係に亀裂が入り、普天間飛行場の跡地利用に伴う経済振興も基地負担軽減も実現しないと指摘。辺野古周辺での騒音や環境影響に十分配慮しており、取り消さないことの不利益は極めて小さいと結論づけた。
　県は瑕疵（欠陥）のある承認を取り消さないことによる不利益として辺野古の自然環境を破壊し、生活環境を悪化させ、基地を固定化させると例示。辺野古移設で県の自治権を侵害することは憲法９２条が保障する地方自治の本旨にも反すると強調する。
　【代執行要件】
　国が代執行訴訟を提起したこと自体も争点だ。
　国は翁長氏が知事就任以降、辺野古移設阻止を公言し、承認取り消しに踏み切ったことも踏まえ、取り消した状態を維持する意思は固く、是正の指示などに従う見込みはないと判断。「（代執行）以外の方法で是正を図ることが困難」として、訴訟提起は要件を満たしているとの立場だ。
　これに対し県は、国が代執行訴訟の提起に先立ち、行政不服審査法に基づく執行停止で取り消しの効力を停止させており、これが「以外の方法」であることは明らかで、代執行訴訟の要件を充足していないと反論している。
しんぶん赤旗　2016年2月29日(月)

辺野古新基地建設　沖縄抵抗で「著しい遅れ」　米議会調査局が報告書
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（写真）米軍キャンプ・シュワブゲート前で「沖縄を返せ」を歌う人たち＝１月２７日


司令官証言に続き

　米議会調査局（ＣＲＳ）はこのほど公表した日米同盟に関する報告書（９日付）で、沖縄県の抵抗により、米軍普天間基地（宜野湾市）「移設」＝名護市辺野古の米軍新基地建設に「著しい遅れをもたらしている」と述べました。

　報告書は、翁長雄志知事が昨年１０月、辺野古の埋め立て承認を取り消したことにより「日本政府との長期にわたる法廷闘争の幕を開けた」と指摘。「最終的には政府が翁長県政の抵抗を乗り越えるかもしれないが、一連の行政・法的手続きが著しい遅れをもたらしており、（新基地建設）計画の実効性への疑問を蒸し返している」と述べています。

　さらに､｢安倍政権が著しい遅れなしに計画を進めるためには、さらなる政治的資源の投入が必要」だが、「東京とワシントンによる強硬手段は、（沖縄県民に）さらなる反基地感情を生み出す危険がある｣と指摘しています｡

　日米両政府は普天間基地の「２０２２年度返還」を目標にしていますが、２３日の米上院軍事委員会では、太平洋軍のハリス司令官が名護市や住民の抵抗により、工事完了が２５年まで遅れると証言。米海兵隊の「海兵航空計画２０１６」も工事が２５年まで続くと明記しています。

　菅義偉官房長官は２６日の衆院内閣委員会でハリス証言に不快感を示し、「外交ルートを通じて抗議している」と述べました。しかし、辺野古新基地に反対する「オール沖縄」勢力が安倍政権を追い詰めているという米側の見方は否定しがたいものになっています。

自民・谷垣氏、放送介入に慎重姿勢示す　停波発言めぐり
朝日新聞デジタル　2016年2月29日00時31分
　自民党の谷垣禎一幹事長は、高市早苗総務相が放送局に電波停止を命じる可能性に言及していることについて「政治的偏向をどうするか、という判断に行政が立ち入ると難しい局面になる。私はそういうことに自民党が踏み込んでいくのは非常に慎重で、それが自民党の放送政策だと思っている」と述べた。２７日放送のＢＳ朝日の番組での発言。
　高市氏は、放送局が政治的な公平性を欠く放送を繰り返したと判断した場合、放送法違反を理由に、電波停止を命じる可能性を国会で何度も答弁しているが、谷垣氏はこれに否定的な考えを示したものだ。
高市総務相の停波発言に波紋　与党にも慎重対応求める声
朝日新聞デジタル　相原亮、笹川翔平 星賀亨弘　2016年2月10日05時04分

安倍政権とメディアをめぐる主な動き


　高市早苗総務相が、放送局が政治的な公平性を欠くと判断した場合、放送法４条違反を理由に電波法７６条に基づいて電波停止を命じる可能性に触れたことが、波紋を呼んでいる。メディアの報じ方に神経をとがらせてきた安倍政権だが、今回は与党からも慎重な対応を求める意見が上がった。憲法に保障された表現の自由は守られるのか。
　９日の衆院予算委員会。民主の玉木雄一郎氏が「憲法９条改正に反対する内容を相当時間にわたって放送した場合、電波停止になる可能性があるのか」と問いただした。
　高市氏は「１回の番組では、まずありえない」としつつ、「私が総務相の時に電波停止はないだろうが、将来にわたってまで、法律に規定されている罰則規定を一切適用しないということまでは担保できない」と述べ、重ねて電波停止を命じる可能性に言及した。
　放送法や電波法には、総務相が電波停止を命じることができる規定があり、総務相経験者の菅義偉官房長官は「当たり前のことを答弁したに過ぎない」と擁護する。高市氏は答弁や記者会見で歴代総務相らの名を挙げ、答弁で電波停止に言及しているとも強調した。
　しかし、福田政権時の２００７年、増田寛也総務相は答弁で「国民生活に必要な情報の提供が行われなくなり、表現の自由を制約する側面もあることから極めて大きな社会的影響をもたらす。慎重に判断してしかるべきだ」とした。電波停止に政府は慎重な対応が必要だと強調する内容。大臣の権限をあえて前面に出した高市氏の答弁とは趣がまったく違う。
　しかも、高市氏が電波停止につながる行政指導の根拠としている放送法４条の解釈自体に問題がある。
　放送法は１条で法律の目的として「放送の不偏不党、真実及び自律を保障することによって、放送による表現の自由を確保すること」をうたう。４条では「政治的に公平であること」「報道は事実をまげないですること」など番組が守るべき規則を定めている。
産経新聞　2016.2.29 01:00更新 
【政界徒然草】怖すぎる衆院議長・大島理森の憂鬱「汗をかき接点見つけることが大切なんじゃ…」　衆院選挙制度改革で自民と他党の板挟みに

衆院選挙制度改革で各党から意見聴取を行った後、記者会見する大島理森衆院議長＝２月２２日、国会内（斎藤良雄撮影）
　衆院の第三者機関「衆院選挙制度に関する調査会」による議員定数１０削減などを盛り込んだ答申をめぐり、受け入れに慎重な自民党を野党が批判している。選挙制度が政局の火種になってしまったが、解決の糸口は見つからない。事態は打開できるのか。そこで与野党からリーダーシップを期待されているのが、第７６代衆院議長、大島理森氏である。
　「国民の代表を決めるルールを変える案件だ。多くの政党が『これなら』という合意点を探すことが、政治の技、政治の汗、政治の使命ではないでしょうか」
　２月２２日夕、国会の議長応接室。大島氏は調査会の答申について与野党１１党から意見聴取した後、記者会見でそう力を込めた。半ば独自案にこだわる自民党へのメッセージだった。
　憲法で「国権の最高機関」と位置づけられる国会の議長は、日本の最高権力者の１人。与党きっての重鎮議員が選ばれるのが通例だ。
　議長は中立公正な立場から本会議の議事進行を差配する権限を持つ。とはいえ、現実には議院運営委員会で事前に合意した「台本」に沿って進行するのが慣例で、名誉職の色合いが強い。
　だが、衆院選挙制度改革をめぐる混沌とした政治状況には強い危機感を抱く。今後の与野党協議では「汗をかき、責任を持って合意を求める調整作業をしていかなければならん」（大島氏）との覚悟を決める。
　記者会見では「議長として多くの政党の合意を形成するために努力をする。最大政党の自民党と話をしながら一歩一歩進めていく」と語った。
　×　　　×　　　×　
　「身を切る改革」の象徴として自民党など主要政党が公約してきた定数削減。最高裁に「違憲状態」と判断された衆院選挙区の「一票の格差」。この２つの課題について、調査会は１月１４日、定数１０（選挙区６、比例代表４）削減と、アダムズ方式による議席配分で格差を是正する改革案を大島氏に答申した。
　だが、自民党は答申に従わず、定数１０削減を先送りし、地方の定数配分を減らすアダムズ方式も採用しない方向に動いた。その後、自民党総裁の安倍晋三首相の指示により定数削減は迅速に取り組むこととしたが、当面の選挙区の議席配分は独自方式で「０増６減」とし、アダムズ方式導入は先送りする案をまとめた。
　野党は「党利党略だ」と猛批判。民主党の細野豪志政調会長は、記者会見でこう非難した。
　「こんな政党のエゴを許しては日本の民主主義はおかしくなる。選挙制度が多数派の都合のいいものにされることになってしまう」
　３月に合流して新党を結成する民主党と維新の党にとって「改革政党」のイメージを打ち出すため、自民党の姿勢は格好の攻撃材料となる。
　自民党は０増６減案で他党と調整する方針だが、見通しは暗い。連立を組む公明党でさえ、「自民党と折り合いをつけるのは難しい」（北側一雄副代表）と否定的だ。
　大島氏は周囲にはこんな懸念を示す。
　「民主主義の根幹である選挙制度を政局にしてはならん…」
　大島氏は誰よりも「議会の良識と権威」を重んじ、政党間の合意形成を大切にする。
　選挙制度改革は、与野党が計２９回にわたって協議したにもかかわらず決着せず、２６年５月、当時の伊吹文明議長の下に設置した有識者調査会に議論を委ねた経緯がある。その答申の意味は「重い」とし、これまでも自民党幹部や官邸とも連絡を取り合い、各党と早急に合意して今国会で公職選挙法改正など法整備を行う必要性を説いてきたという。
　×　　　×　　　×　
　大島氏は議会運営や国会対策の現場経験が長く、議会にかける思いは人一倍強い。自民党の国対筆頭副委員長時代（平成１０～１１年）は、「国会審議活性化法」（１１年７月成立）を取りまとめた。この法律は「政治主導」の強化を目指したもので、国会審議で官僚らが答弁する「政府委員制度」を廃止し、原則として閣僚ら政治家が答弁することにした。
　また、英国議会の「クエスチョン・タイム」をモデルに、首相と野党党首による「党首討論」も導入し、政策論争を活性化させた。直後の衆院議院運営委員長時代（１１～１２年）に実際にこれらを実施した。
　一方、法案をスムーズに審議し成立させるため野党と折衝する党国対委員長の通算在任記録１４３０日も党歴代１位。「４９％を相手に譲り、５１％勝って国会審議を前に進める」のが持論で、永田町では「握りの大島」という異名を持つ。
　与党国対幹部は「与党だけの採決に議長は絶対に反対するし、世論も反対する」と語り、大島氏の調整力に期待する。
　公明党の井上義久幹事長も２月２２日の大島氏の意見聴取で「政党間の合意が形成されるようリーダーシップの発揮をお願いしたい」と申し入れた。
　人相の悪さから「悪代官」と呼ばれたこともあったが、野党からの人望も厚い。
　「答申を丸飲みしない大きな政党（自民党）があるなら、議長に一定の骨折りをいただくことが必要ではないでしょうか」
　民主党の枝野幸男幹事長は大島氏にこう伝えた。
　大島氏自身、危機感は強い。最高裁が３回連続で「一票の格差」を違憲状態と判断する中、次期衆院選前に改正公選法を成立させなければ、次はもっと厳しい「違憲」「選挙無効」の判決が出かねない。つまり議会の正当性が完全に否定されることになる。
　「確かにつらいことはたくさんあるでしょう。（削減対象県の議員の）政治生命に関わることでもある。だが、３度も違憲状態といわれたことに応えるという責務を果たすことが、本当に問われている」
　１月１８日のＢＳフジの番組では、悲痛な表情でこう訴えた。
　「与野党ができるだけ理解しあう努力をし、接点を見つけることが大切じゃ…」
　大島氏は周囲にこう語り、３月末までに与野党を合意に導くべく、意欲を燃やしているという。
　「大島議長の中の国対の血が騒ぐのかもしれない」。自民党中堅議員はこう語る。「名誉職」のイメージを超えた名裁きで、この局面を打開できるだろうか。
（政治部　田中一世）
期日前投票所　都会の大学へ設置に難題　所在地に住む学生少数
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　夏の参院選から導入される見通しの十八歳選挙権をめぐり、若者が大学構内への期日前投票所の設置を求めている。若い世代の投票率向上に向けて政府も呼び掛けているが、東京のような大都市にある大学では効果は限定的なだけに、簡単に広がる環境ではない。

　大学や短大が密集し「全国有数の学園都市」を掲げる東京都八王子市の中央大では、二〇一四年末ごろから学生が期日前投票所設置を求めて動き始めた。「Ｖｏｔｅ　ａｔ　Ｃｈｕｏ！！」というグループを結成し、市選挙管理委員会に働き掛けてきたが実現していない。利用者が一部にとどまると予想されるためだ。

　市選管によると市内の大学や短大に通う約十万人の学生のうち市内在住は推計約二万二千人。期日前投票できるのは住民票がある学生だけで、その数は約一万人。残り九割は他の市区町村から通っていたり、住民票を出身地に置いたまま。住民票のある自治体から投票用紙を取り寄せれば、不在者投票できるが手続きは複雑だ。

　市選管は、八王子では多くの大学が市中心部から離れた場所にあるため、期日前投票所を設置しても一般市民が利用しづらく「優先度は低い」と説明する。

　「Ｖｏｔｅ」の古野香織代表（二年）も市外の自宅から通う。「大学に置けば学生の目に触れ、選挙を身近に感じてもらえるが、東京ではどこでも苦戦する問題」と話す。

　大都市以外では事情が異なる。初めて大学に期日前投票所が設置されたのは一三年参院選の松山大学（松山市）。同市では各年齢層の投票率が三年前を下回る中、二十代前半だけ２・７２ポイント上がって注目を集めた。古野さんらの取り組みも松山市の例を知ったからだ。

　一五年春の統一地方選では、北海道から鹿児島県までの九市十二大学に設けられたが、東京の大学には設置されなかった。

　高市早苗総務相は今月の衆院予算委員会で「（大学への設置は）若者の投票環境が向上する非常に有意義な取り組み。（全国の）選管に積極的に検討してもらいたい」と強調したが、大都市でも設置が広がる工夫が求められている。　（高山晶一、安藤美由紀）

